
平成１４年（行ケ）第２１９号　審決取消請求事件
　　　　　判　　　　決
　原　　　　告　　　　　日本美容医学研究会
　訴訟代理人弁理士　　　宇野晴海
　被　　　　告　　　　　財団法人日本美容医学研究会
　訴訟代理人弁理士　　　網野誠、網野友康、初瀬俊哉、高野明子

　　　　　主　　　　文
　原告の請求を棄却する。
　訴訟費用は原告の負担とする。

　　　　　事実及び理由
第１　原告の求めた裁判
　「平成９年審判第７９１６号事件について特許庁が平成１４年３月２７日にした
審決を取り消す。」との判決。

第２　事案の概要
　１　特許庁における手続の経緯
　(1)　被告は、登録第２７１３１３５号商標（本件商標）の商標権者である。本件
商標は、昭和５２年３月１０日に商標登録出願され、平成８年３月２９日設定登録
された。本件商標は、下記のとおり、漢字「財団」と「法人」を二段に書し、その
右に続けて漢字「日本美容医学研究会」を左から右へ横に書したものからなり、そ
の指定商品を第２６類書籍、雑誌、新聞とする。
　　　　　　　　　
      本件商標

　(2)　原告は、平成９年５月１４日、本件商標は、他人の名称を含む商標であり、
かつ、その他人の承諾を得ていないものであり、商標法第４条第１項第８号に該当
するとして、本件商標の登録無効の審判を請求した（平成９年審判第７９１６
号）。審判請求の理由は、次のとおりである。

　①　原告は、その名称を「日本美容医学研究会」とする人格なき社団であり、
「専門医師の指導と関与のもとに、医薬部外品クロロフィル化粧料の適切なる使用
法および正しい取り扱いを調査・研究し、これを広く普及し、以て日本美容文化の
向上に資する」ことを目的とし、本件商標の出願（昭和５２年３月１０日）よりも
はるか以前に設立され、現在もその活動を行っている。
　②　商標法第４条第１項第８号は、通常、人格権保護の規定といわれているが、
ここでいう他人の名称は、必ずしも権利主体となり得る自然人又は法人の名称のみ
を指称するのではなく、現実の社会の実情に照らして、一定の組織を有し、活動し
ている当事者能力を有する人格なき社団又は財団をも含むものとするのが相当であ
る。しかも、この規定には人格なき社団又は財団の名称を除く旨の規定がないこと
からも当然である。
　③　本件商標と原告の名称を比較すると、本件商標は、漢字「財団法人日本美容
医学研究会」の文字よりなるから、原告の「日本美容医学研究会」の名称を含むこ
とは明らかである。「日本美容医学研究会」の名称を含む本件商標の出願に当たっ
て、原告は、被告に対して何らの承諾も与えていない。

　(3)　この審判請求事件については、平成９年審判第７９１６号事件として審理さ
れたが、平成１０年１０月１６日「本件審判の請求は、成り立たない。審判費用
は、請求人の負担とする。」旨の審決があった。これに対して、原告は、平成１０
年１２月７日審決取消訴訟を東京高等裁判所に提起したところ（平成１０年（行
ケ）第３８０号）、平成１１年９月３０日に、審決取消しの判決（第１次取消判
決）があった。
　この判決を受けて、特許庁で審理が再開され、平成１２年８月２日、本件商標の



登録を無効とする旨の審決があった。これに対して、被告は、平成１２年９月１４
日審決取消訴訟を東京高等裁判所に提起したところ（平成１２年（行ケ）第３４５
号）、平成１３年４月２６日、審決取消しの判決（第２次取消判決）があった。
　この判決を受けて、特許庁で再度審判の審理が再開されたが、平成１４年３月２
７日、本件審判の請求は成り立たない旨の審決があり、その謄本は平成１４年４月
５日、原告に送達された。

　２　審決の理由の要点
　以下における「原告」、「被告」の表記は、本訴における原告、被告を指す。
　(1)　本件については、既に、「原告は、本件の無効審判の請求についてあたかも
法人格を有するのと同じように扱われるべきであるから、これに対し、法人格を有
しない団体であることのみを理由として、商標法第４条第１項第８号により本件商
標を無効とする利益の享受を否定した審決の判断は、誤りである」として、平成１
０年１０月１６日にした審決を取り消した第１次取消判決が確定している。
　加うるに、「いわゆる権利能力なき社団、すなわち、商標法第７７条第２項によ
り準用される特許法第６条にいう、「法人でない社団であって、代表者又は管理人
の定めがあるもの」に該当する原告が、商標法第４条第１項第８号にいう「他人」
に当たることは、明らかである」とし、また、「不正競争の目的があるというため
には、単に被告の名称を知っていたというだけでは足りず、被告の信用を利用して
不当な利益を得る目的がなければならないというべきである」とした上で、「原告
がその名称を採択した際に、被告の信用を利用して不当な利益を得る目的を有して
いたとまでは認めることができない」とし、さらに、「権利能力なき社団の名称に
ついては、法人との均衡上、その名称は、商標法第４条第１項第８号の略称に準ず
るものとして、同条項に基づきその名称を含む商標の登録を阻止するためには、著
名性を要するものと解すべきである」として、平成１２年８月２日にした審決を取
り消した第２次取消判決も確定している。
　(2)　上記判決に照らし、被告による、「商標法第４条第１項第８号にいう「他
人」とは自然人と法人とを含む人格者に限られているから、法人格を有しない社団
である原告の同意なく本件商標の登録を得たことは同号の規定に違反するものでな
い」旨の主張、さらには、「商標法第４条第１項第８号により、他人の氏名名称の
出願について承諾を要する他人とは、善意の他人であることが当然の前提であると
ころ、原告には悪意ないし不正競争の意思があったものとせざるを得ないから、原
告の承諾を得ることなく、その登録を得られるべきものである」旨の主張は、いず
れも採用することはできない。
　(3)　次に、権利能力なき社団の名称について、商標法第４条第１項第８号に基づ
きその名称を含む商標の登録を阻止するためには、略称に準ずるものとして、権利
能力なき社団の名称が著名であることが必要であると解すべきである。そこで、原
告の「日本美容医学研究会」の名称の著名性について判断する。
　原告は、この点について、名称の著名性に関する主張及び立証の意向等を問う審
尋を受け、著名性を立証する旨意見を述べ、そのための資料として、審判甲第３号
証ないし審判甲第８号証のほか、審判甲第１３号証ないし審判甲第２８４号証を提
出している。
　ところで、審判において本件商標を商標法第４条第１項第８号に該当するという
ためには、本件商標を登録すべきとした審決時（すなわち、昭和６２年審判第１２
４０５号について審決をなした平成７年７月３１日、登録審決時）にはもちろん、
本件商標の登録出願時（すなわち、昭和５２年３月１０日）においても、本件商標
が同号に該当するといわなければならない（同法第４条第３項参照）。そのために
は、本件商標の登録出願の時点で、既に、原告の名称が著名となっていなければな
らないと解すべきである。
　そこで、原告提出の証拠のうち、審判甲第５号証ないし審判甲第７号証に係る書
籍又は指導方針書、さらに、審判甲第２３号証ないし審判甲第４４号証に係る新聞
又は雑誌は、いずれも本件商標の登録出願後に発行されたものであるから、原告の
活動内容等がわかるところがあるとしても、登録出願時における著名性を立証する
ものとしては参酌できないものである（なお、審判甲第３１号証ないし審判甲第４
０号証に係る雑誌については、登録審決時後の発行によるものであるから、登録審
決時における著名性を立証するものとしても参酌できない。）。
　また、審判甲第４５号証ないし審判甲第２８３号証に係る会員の証明書は、「当
社（私）は、昭和○年○月○日より今日まで、貴会の会員として、これまで約○人



程度に対して、美容的手当等についての指導、助言を行って参りました。また、
「日本美容医学研究会」に係る多くの広告宣伝を知っております。このような事情
から、「日本美容医学研究会」の名称は、需要者の間に広く認識されていると信じ
ます。以上証明いたします。」の定型的な文言に日付等の数字と住所、名称及び代
表者を書き入れただけのものである。しかも、そのうちの審判甲第６６号証、審判
甲第１２７号証、審判甲第１３９号証、審判甲第１４５号証、審判甲第１４６号
証、審判甲第１５９号証、審判甲第１９８号証、審判甲第２３８号証、審判甲第２
５４号証、審判甲第２５５号証、審判甲第２５９号証、審判甲第２６３号証、審判
甲第２６４号証、審判甲第２６５号証、審判甲第２７１号証、審判甲第２７２号
証、審判甲第２７７号証、審判甲第２７８号証及び審判甲第２７９号証は登録出願
後の入会のものであるばかりでなく、内容的にも、具体的にいかなる広告宣伝を知
り、いかなる根拠をもって需要者の間に広く認識されていると信じているのかが明
らかになっていない。いずれにしても、平成１３年９月の時点での証明にとどまる
もので、登録出願時並びに登録審決時において著名であったことを証明するものと
はなっていないものである。
　審判甲第２８４号証に係る静岡商工会議所の確認書も、昭和３４年１１月の設立
から今日まで、医薬部外品クロロフィル化粧料の使用方法及び取扱いの調査、研
究、普及活動等を目的として活動している団体である旨を平成１３年１０月の時点
で確認するにとどまるもので、登録出願時並びに登録審決時において著名であった
ことを証明するものとはなっていないものである。
　さらに、登録出願前の発行に係る新聞又は雑誌ではあるが、審判甲第１３号証な
いし審判甲第１７号証に係る新聞は、所謂業界紙の類と思しきものであるところ、
だれがいかなる者を対象にどの程度発行、頒布しているのかすら定かとなってな
い。また、審判甲第１８号証ないし審判甲第２２号証に係る雑誌も、そこに掲載さ
れている広告は、美顔教室名並びに「にきび・しみ・肌あれ・日やけ等でお悩みの
あなた・・・・クロロフィル美顔教室の美顔師にお電話してみませんか・・・・」
等の広告文句とともに、「日本美容医学研究会会員店」の文字が記載されているも
のであり、美顔教室が日本美容医学研究会の会員店であることを表示するものでは
あるが、これを観る需要者に「日本美容医学研究会」の文字自体を強く印象付ける
ものとは考え難いものである。
　してみれば、原告の「日本美容医学研究会」なる名称は、本件商標の登録出願の
時点で既に著名となっているとは到底いうことができない。
　(4)　そうとすると、本件商標は、たとえ、「日本美容医学研究会」の文字を含ん
でなるとしても、商標法第４条第１項第８号に該当するというためには原告の「日
本美容医学研究会」なる名称が本件商標の登録出願の時点で既に著名でなければな
らないところ、上述のとおり、登録出願の時点で既に著名であるとはいえないもの
であることから、本件商標を同号に該当するものということはできない。
　したがって、本件商標は、商標法第４条第１項第８号の規定に違反して登録され
たものではないから、同法第４６条第１項第１号の規定により、その登録を無効と
することはできない。

第３　原告主張の審決取消事由
　１　原告の名称が本件登録出願時点で著名であったことを否定した審決の認定は
誤りである。
　(1)　原告は、その事務所を静岡県静岡市曲金５丁目７番１５号とし、「専門医師
の指導と関与のもとに、医薬部外品クロロフィル化粧料の適切なる使用法及び正し
い取り扱いを調査・研究し、これを広く普及し、以て日本美容文化の向上に資す
る」ことを目的とし、本件登録商標の出願前はるか以前に設立され、現在もその活
動を行っている。
　原告が今日まで「日本美容医学研究会」の名称のもとに活動してきていること
は、書籍「新美容医学の実際」（甲第６号証）、書籍「美顔教室」（甲第７号
証）、「美顔センターわかりやすい美顔技術の手引」（甲第８号証）等を刊行して
きていることにより明らかである。
　このような状況のもとに原告の「日本美容医学研究会」の名称は古くからメディ
アにも取り上げられるようになっている。例えば、昭和４１年６月２３日発行の西
日本商報、昭和４１年７月４日等発行の週刊粧業、昭和４９年１０月９日から平成
１２年までの女性セブンなどの女性向け雑誌、あるいは昭和５２年の朝日新聞など
のメディアである（甲第１３～第４４号証、第２８５～第３６９号証）。これらの



広告宣伝は、本件登録商標の出願前、出願中、登録審決以降一貫して行われてい
る。
　広告宣伝の内容は、日本美容医学研究会名で、各地の会員店を紹介するというも
のである。日本美容医学研究会の名称のみならず沢山の会員店の存在を読者に知ら
しめることができる。この広告宣伝方法は同時に日本美容医学研究会の名を冠する
ことで多くの読者を引き付ける。このようにして、日本美容医学研究会の名称は多
くの世人に知れ渡るようになった。このことは、会員店からの証明書（甲第４５～
第２８３号証）からも明らかである。
　(2)　このような状況にかんがみると、原告の名称である「日本美容医学研究会」
は広く世人に知れ渡っていることは明白である。静岡県商工会議所の確認書（甲第
２８４号証）から明らかなように、原告の名称は設立から現在に至るまで、かかる
機関においても認知されている。
　２　商標法第２６条第１項第１号にいう自己の名称についてした最高裁第三小法
廷平成９年３月１１日判決・民集５１巻３号１０５５頁の説示に照らせば、商標法
第４条第１項第８号の適用においても、権利能力なき社団の名称には著名性は要求
されるものではない。
　人格なき社団はもともと自己の名において商標登録をすることはできない。した
がって、どのように立派に社会活動を営んでいても著名でなければ自己の名称を他
人が商標登録をすることを阻止することはできないとするのはいささか公平の理に
反する。したがって、人格なき社団が、自己の名称又はその名称を含む商標を他人
が登録するのを阻止するための自己の名称の著名性を厳密に解釈されると非常に酷
である。原告のように、国や地方公共団体その他多くの者に認知されている名称の
著名性については、多少幅があってもよい。
　上記１に主張のとおり、原告の著名性は十分に立証されているが、仮にそうでな
いとしても原告の名称は広く知られているのであるから、被告の本件商標について
は商標法第４条第１項第８号が適用されるべきである。

第４　当裁判所の判断
　１　審判甲号各証の番号にほぼ対応する本訴の甲号各証（審判甲第２号証～第８
号証は本訴甲第４号証～第１０号証に対応し、審判甲第１０号証、第１１号証の
１、２は本訴甲第１１号証、第１２号証の１、２に対応し、審判甲第１３号証～第
２８４号証は本訴甲第１３号証～第２８４号証に対応する。）に照らしてみるに、
上記審決の理由の要点の(3)における証拠評価とそれに伴う事実認定に係る説示（原
告の「日本美容医学研究会」なる名称が本件商標登録出願時において著名となって
いたとは認められないとの事実認定）は優に支持することができ、他に、原告の上
記名称が上記の当時において著名となっていたことを認めるに足りる証拠はない。
当然のことながら、甲第２８５～第３６９号証は、本件登録出願時よりも後に発行
された雑誌であるから、原告の当時の著名性を認定する証拠となるものではない。
　２　第２次取消判決は、権利能力なき社団の名称については、法人との均衡上、
その名称は、商標法第４条第１項第８号の略称に準じるものとして、同条項に基づ
きその名称を含む商標の登録を阻止するためには、著名性を要するものと解した
が、当裁判所も、この判決の判断を支持するものである。原告が援用する最高裁第
三小法廷平成９年３月１１日判決・民集５１巻３号１０５５頁は、フランチャイズ
契約により結合した企業グループの名称も商標法第２６条第１項第１号にいう自己
の名称に該当するとしているが、これは、商標法第２６条第１項第１号の適用の上
で、権利能力なき社団の名称に著名性が要件とされるものではないとした旨の説示
と解される。しかし、この最高裁判決は、商標法第２６条第１項第１号の適用の場
面についてのものであって、商標法第４条第１項第８号の規定の適用の場面におけ
るものではなく、本件に適切ではない。
　３　よって、権利能力なき社団である原告の名称が著名であるとは認められない
ことを理由にして、本件商標は、商標法第４条第１項第８号の規定に違反して登録
されたものではないから、同法第４６条第１項第１号の規定によりその登録を無効
とすることはできないとした審決の認定判断に、原告主張の誤りはない。

第５　結論
　以上のとおりであって、原告主張の審決取消事由は理由がないので、原告の請求
は棄却されるべきである。
（平成１４年９月３日口頭弁論終結）



　　　東京高等裁判所第１８民事部

　　　　　　　裁判長裁判官      永　　井　　紀　　昭

　　　　　　　　　　裁判官      塩　　月　　秀　　平

                    裁判官      古　　城　　春　　実


